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不確実性の時代の到来：昨年8月以降、マーケットが急変 

1.   出所：Markit CDX North America High Yield index (5年) 
2. Deutsche Bank, UBS, Credit Suisse, Barclaysの平均値(5年、ユーロ建て) 1 

米国ハイイールド債のクレジット・スプレッド1 欧州主要金融機関のCDS2 
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不確実性をもたらしている要因(1)：市場の構造変化 
～グローバルに流動性が枯渇し、ボラティリティが上昇 

1. 出所：Federal Reserve Bank、プライマリー・ディーラーが保有する国債、エージェンシー債、社債、モーゲージ債、コマーシャル・ペーパー等の在庫 
2. 出所：日本証券業協会、財務省、Securities Industry and Financial Markets Association  
3. 出所：日経平均株価とS&P500のボラティリティ指数 
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各国中央銀行のバランスシートが拡大 日本・米国国債の流動性が低下2 

ディーラー在庫が減少1 VIX指数3 
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不確実性をもたらしている要因(2) 
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2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 

マクロ環境 

規制環境 

欧州の国政 
選挙の影響 クレジット・サイクル 

英国のEU離脱 
(“Brexit”)交渉 

各国 
金融政策 

～2016年3月期 

英国EU離脱を 
巡る国民投票 

米国 

欧州 

日本 

利上げ開始 

 2015年12月  

 2016年1月  
マイナス金利政策 

 2016年9月  
長短金利操作付き量的・質的
金融緩和 

追加利上げの可能性 

 2016年12月以降  

量的緩和実施を決定 

 2015年1月  

原油価格の下落 

中国経済の 
減速懸念 

トランプ米大統
領政権の誕生 

 2014年10月  

テーパリング終了 

バーゼルⅢ 

バーゼルⅢを
補強する規制 

その他 

 トレーディング勘
定の抜本的改定
(FRTB) （施行開始） 

 
 MiFID II  OTCデリバティブの

マージン規制 

 クレジット・リスク計測方法の見直し（ルール最終化） 

 オペレーショナル・リスクの見直し（ルール最終化） 

 TLAC 

 レバレッジ比率規制 
（施行開始） 

 安全調達比率(NSFR) 
（施行開始） 

 資本規制（完全施行） 

 流動性カバレッジ比
率(LCR) （完全施行） 



アベノミクスの「三本の矢」「新三本の矢」と、その成果 

日本における明るい兆し 

民間投資を喚起する 
成長戦略 

機動的な財政政策 

大胆な金融政策 

(百万人) (倍) (%) 
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雇用環境の改善 訪日外客数の増加 出生率の増加 
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日本企業は損益分岐点の引き下げに成功、税収も拡大 

1. 出所：財務省、法人企業統計調査資料より当社作成 
2. 出所：財務省ホームページより当社作成 5 

日本企業の利益水準は金融危機前を上回る1 税収の拡大2 

(兆円) 

(年度) 予想 

Russell/Nomura Large Capの経常利益(左軸) 

大企業(除く金融保険業)の損益分岐点比率(右軸) 

(兆円) 



100

200

300

400

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 

商品市況1と日本のコアCPI(前年比)2 

今後、緩やかな物価上昇率の改善に期待 

1. ロイター・コアコモディティ―CRB指数。1967年=100 
2. 出所：総務省、日本銀行資料より当社作成。2014年4月の消費税増税の影響を除くベース、2016年3Q以降は当社予想 6 

2014年4月 
消費税の引上げ
(5→8%) 

2012年12月 
安倍内閣発足、脱デフレに
向けた施策を開始 

一部小売業や飲食店で 
値下げや低価格商品の 

販売を開始 

百貨店の高額商品の 
売上が増加 

エンゲル係数の増加 

CRB指数1(左軸) 

コアCPI2(前年比、右軸) 

CRB指数  
1967年=100 

コアCPI 
(前年比、%) 

原油価格の下落 



2. 2020年3月期に向けた長期経営ビジョンとビジネスの状況 



経営目標の推移 

2016年3月期経営目標：主要項目を2年前倒して達成 

1.  2020年3月期環境想定：日経平均株価25,000円、ドル円レート110円、国内法人税の実効税率20%台、ホールセール関連フィープール成長率年率1% 
8 

2020年3月期 2015年3月期 

2020年に向けた長期経営ビジョン(Vision C&C)を発表  
 EPS100円を安定的に確保できる体制作り 1 

 どのような環境であっても、持続的に成長できるような
事業基盤の構築 

海外ビジネスの収益性 

国内におけるビジネスモデルの変革 

2017年3月期 2016年3月期 ・ ・ ・ 

二
つ
の
課
題 

2012年
9月 

2013年3月期 2014年3月期 

2014年
8月 

2016年3月期の 
経営目標(EPS 50円)を
発表 

EPSなどの主要項目を
2年前倒して達成 



 101.6兆円(2016年10月末) 

ホールセール部門の 
収益性向上に 
向けた取り組み 

国内ビジネスの 
再強化 

2016年3月期 
経営目標  EPS 50円  2014年3月期、2015年3月期に達成 

 税前利益：1,000億円 

営業部門 

 2014年3月期より、3年連続達成 

 顧客資産残高：100兆円 

 ストック収入：696億円  2015年3月期4Q以降、継続的に達成 

アセット・ 
マネジメント部門 

 税前利益：250億円  2014年3月期より、3年連続達成 

ホールセール 
部門 

 税前利益：1,250億円  2014年3月期：1,118億円 
 2017年3月期上半期：859億円 

 うち、海外税前利益：500億円  2017年3月期上半期(全社海外)：
400億円 

 追加10億ドルのコスト削減(総額20億ドル)  2013年9月完了 

2016年3月期経営目標：未達成となっていた項目も前進 
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2017年3月期3Qの状況 
(11月現在) 

 米国大統領選などのマクロ・イベントがある中、コスト管理・リスク管理を徹底 
 上半期の収益モメンタムを維持 
 海外税前利益500億円の達成も視野に 

具体的な施策 進捗状況(2016年11月現在) 



経営目標の推移 

2020年3月期に向けた長期経営ビジョンへの取組みを継続 

1.  2020年3月期環境想定：日経平均株価25,000円、ドル円レート110円、国内法人税の実効税率20%台、ホールセール関連フィープール成長率年率1% 
10 

2020年3月期 2015年3月期 

2020年に向けた長期経営ビジョン(Vision C&C)を発表  
 EPS100円を安定的に確保できる体制作り 1 

 どのような環境であっても、持続的に成長できるような
事業基盤の構築 

海外ビジネスの収益性の更なる改善 

国内におけるビジネスモデルの変革の推進 

2017年3月期 2016年3月期 ・ ・ ・ 

二
つ
の
課
題 

2012年
9月 

2013年3月期 2014年3月期 

2014年
8月 

2016年3月期の 
経営目標(EPS 50円)を
発表 

EPSなどの主要項目を
2年前倒して達成 



2020年3月期長期経営ビジョンを達成する為のKPI 

2014年8月時点 2015年12月時点 2016年11月時点 

3セグメント税前利益 4,500～4,700億円 4,500～4,700億円 4,500～4,700億円 

部 
門 
別 

営業部門 

税前利益 1,950～2,050億円 1,950～2,050億円 1,950～2,050億円 

顧客資産残高 150兆円 150兆円 150兆円 

ストック収入 
(費用カバー率) 

1,500億円 
(50%程度) 

1,500億円 
(50%程度) 

1,500億円 
(50%程度) 

アセット・マネジメント部門 
税前利益 450～500億円 550～600億円 500～550億円 

運用資産残高 50兆円 50+α兆円 50+α兆円 

ホールセール部門 

税前利益 2,100～2,300億円 2,000～2,200億円 2,000～2,200億円 

収益 $9.8bn $7.9bn $7.7bn 

費用 $7.6bn $6.1bn $5.9bn 

フィープール・シェア 3.7% 3.4% 3.4% 
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営業部門：ビジネスモデル変革への取り組みは不変 
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顧客資産残高の推移 営業部門の収益、税前利益 

(10億円) (兆円) 

ビジネスモデル変革への取り組みは不変 

2017年 
3月期 

2014年 
3月期 

2013年 
3月期 

2012年 
3月期 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 

日経平均株価 



上半期 

営業部門：ストック収入 

ストック収入費用カバー率 

2014年3月期 2016年3月期 2020年3月期 
KPI 

(10億円) 

2015年3月期 

16% 17% 19% 21% 25% 

158.7 154.3 160.3 

2017年 
3月期 

165.0 
154.9 

ストック収入 

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 

約150 

50% 

半期 

27.0 26.9 29.2 34.3 
39.2 

75.0 

営業部門費用 

149.3 

37.3 

146.8 

24% 25% 

15% 15% 

157.0 

140.3 

22.9 20.7 

2013年3月期 

上半期 下半期 
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35.7 



投資一任残高、件数 

営業部門：投資一任残高 
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コンサルティング営業を通じてビジネス領域も拡大(1) 
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不動産の取扱高 中堅企業M&Aエントリー件数 

108  
296  310  275  

925  993  941  
1,068  

3,099  

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 

2017年 
3月期 

2014年 
3月期 

2013年 
3月期 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 

累計成約件数：84件 
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相続関連サービスを強化 

コンサルティング営業を通じてビジネス領域も拡大(2) 

16 

0

400

800

1200

2015年4月 2015年10月 2016年4月 2016年10月 

遺産整理 

遺言信託 

約1,000 
営業店から相続コンサルタントへの案件相談件数(累計) 

野村證券 
担当者 

お客様 

ソリューション・アンド・サポート部 

信託銀行・保険事業部 
(相続コンサルタント) 

不動産業務部 

本社関連部署 

野村資産承継研究所 

野村信託銀行 

野村不動産グループ 

提携税理士等 

本社各部門 野村グループ・関連会社等 

サービスの 
検討・開発 

紹介・ 
連携 

相続の
ご相談 

各種 
情報の
ご提供 
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コンサルティング営業を継続しながら、総募集買付額1では月間1兆円が目線 

営業部門の課題 – 総募集買付額 

1.  リテールチャネルのみ対象 
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2017年3月期 2016年3月期 2015年3月期 2014年3月期 

(10億円) 

2013年3月期 2012年3月期 
四半期の 

目線 

東証一部売買代金 

大型 
プライマリー

案件 

トヨタ自動車 
AA型種類株 

ソニーPO 

三井不動
産PO 

第一生命 
PO 

リクルート 
IPO 

日本郵政 
グループIPO 

リクルート 
PO 

LINE IPO 

マツダPO 全日本 
空輸 PO 

サントリー
食品イン

ターナショ
ナル IPO 三菱自動車

工業PO 



お客様のニーズに応じたビジネスの展開 

営業部門の課題 - 資産形成層への取り組み 

18 
お客様のコンサルティング・ニーズ 

ネット＆
コール 

個人型DC 
(iDeCo) 

ファンド 
るいとう 

ロボ 
アドバイザー 

相続関連
ビジネス 

中堅企業
M&A 

不動産 
ビジネス 

ファンド
ラップ 

SMA 

NISA、
ジュニア

NISA 

持株会 

コンサルティング営業の更なる深化 

資産形成層への取り組みを強化 

「貯蓄から投資を通じた資産形成」を促進する
制度の活用 
 
 確定拠出型年金(iDeCo)の対象者拡大(2017年

1月) 
 

 従業員持株会制度の更なる普及 
 

 NISA、ジュニアNISAの普及 
 
 

テクノロジーの活用 
 

 ロボアドバイザーの導入(2016年11月) 
 

 Fintechを活用した新たな取組みの推進 

資
産
形
成
層 

富
裕
層 

1 1 

2 

2 

＜概念図＞ 



1.4兆円 

1,580千口座  

800

1,000

1,200

1,400

1,600

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 

累計買付金額(左軸) 

開設済み口座数(右軸) 

貯蓄から投資を通じた資産形成を後押し 

1. 累計買付金額は2016年4月から、開設済み口座数は2016年1月から、ジュニアNISAを含む 
2. 加入者等数は、加入者(掛金拠出あり)と運用指図者(掛金なし・残高管理のみ)の合計 

NISA口座数、買付金額ともに増加 確定拠出年金の加入者等数も増加2 

(千口座) (10億円) 

2014年 2015年 2016年1 
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(千人) 

2017年1月、 
個人型DCの加入者
の範囲が拡大 

2001年10月、 
確定拠出年金の 
導入 

2016年9月現在 
 加入者等：約60万人 
 受託資産残高：約9,800億円 
    (内、投信比率：60%)          

2005年10月、 
確定給付年金からの 
資産移管が可能に 

2012年1月、 
マッチング拠出 
開始 



成長の余地を残す長期累積投資型商品 

1.    日本証券業協会、2016年3月末  2. HM Revenue & Customs、2016年4月  3. 生命保険協会、2016年3月末  4. Investment Company Institute、2016年6月末、IRAを含む  5. 日本銀行、2016年3月末  
6.   Office for National Statistics、2016年3月末  7.Federal Reserve Bank 、2016年6月末 

NISA残高と英国ISA残高の比較 確定拠出年金残高 日米比較 
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日本（NISA) 英国（ISA) 日本 米国 
個人金融資産に占める割合 

0.4% 

8 

（兆円） 約80 （兆円） 

11 

約1,500 

約10倍 約140倍 

0.6% 8.0% 20.1%  

1 2 3 4 

1,5 2,6 3,5 4,7 

(14.5兆ドル) 
(5,200億ポンド) 



 
 
 
 

人を介したアドバイス  対面の補完 

  

 
 
 
 
 

今後のお客様へのアプローチ 
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ネット 
サービス 

コンタクト 
センター 

営業店 

位置づけ 

利用者 

機能 

位置づけ 

機能 

位置づけ 

使う人・取引する人のみ 

 
 
 
 
 

  

 受注・手続き 
 はじめてのお客様専用ダイヤル 

 準担当者制 
 リモート・コンサルティング機能充実 

新オンラインサービス 

                                   人を介したアドバイス 

全てのお客様 

コンサルティングの深化 

AIの活用 

… 

APIの活用 

メール 
マーケティング 

… 

属性・興味 
に応じた 
バナー 

預りに 
応じた 

個別フォロー 

対面の補完 

トレーダーの取引手段 
持株会の振替 

 単なるツール  デジタルアドバイザー的な存在へ 

 アドバイザー機能 
 新技術・他社技術の導入 

従来 これから 2020年のイメージ 

ロボ 
アドバイザー 

 機能別コンタクトセンター 
 相談、アドバイザー機能 

 残高確認 
 トレーディング 

… … 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjjo_qoiLPLAhWi5KYKHWpyCoIQjRwIBw&url=http://ipo.life/stocks/&bvm=bv.116274245,d.cGc&psig=AFQjCNHRi0sC8nJB28qIfJkdmoGn8RNOIw&ust=1457594366176877
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiy9a2pibPLAhXi46YKHa4ICWMQjRwIBw&url=https://netcall.nomura.co.jp/&bvm=bv.116274245,d.cGc&psig=AFQjCNFuvuYJZJcH1YmzvlgNIY_nJhG09A&ust=1457594637445970


ロボアドバイザー：「野村のゴールベース」 

他社にない3つの特徴 
   1. 投資家タイプ診断  2. ゴール(目標)の設定  3. Facebook・LINE・Twitterでのシェア機能 
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特徴１ 
≪投資家タイプ(性格)診断≫ 

特徴２ 
≪ゴール(目標)とその金額例を提示≫ 

≪ＴＯＰページ≫ 
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高齢化社会における金融サービスの在り方 

1. 出所：厚生労働省HPより 
2. ファイナンシャル・ジェロントロジーは長寿・加齢が経済及び金融行動に与える影響を研究する学問 23 

日本における平均寿命の推移と将来推計1 金融面でのサポートを強化 

58.0 

79.6 

84.2 

61.5 

86.4 

90.9 

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

男性 
女性 

 マネープランの重要性の高まり 
 金融ニーズの多様化(資産承継・

財産保全等) 

平均寿命の伸び 

 ライフプランを見据えた資産設計 
 将来への備え 

ファイナンシャル・ジェロントロジー2に 
関する共同研究を開始 

(歳) 

(年) 

現役世代 シニア世代 



16.1 16.0 

20.2 

16.5 

19.7 

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 

投資顧問 

投資信託 
21.1  23.5  27.0  26.8  26.7  25.4  26.1  

9.7  
11.3  

12.3  13.2  13.4  13.1  13.4  

3月 9月 3月 9月 3月 9月 10月 

運用資産残高（ネット） 

アセット・マネジメント部門：運用資産残高は堅調に拡大 

39.6 

(兆円) 

30.8 

税前利益の推移 

50+α 

(10億円) 

2016年 2014年 2015年 2017年 
3月期 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 

投資信託 (+5.8兆円)  
投資顧問 (+2.3兆円) 
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資金流入：+8.1兆円 

時価要因：+0.7兆円 

+8.8兆円  

2020年 
KPI 

2020年 
KPI 

通期： 

500～550億円 

25～27.5 



アセット・マネジメント部門：プロダクトとプラットフォームの拡大 

顧客ニーズを捉えたプロダクトの拡大 顧客プラットフォームの拡大 

私募投信 ETF ラップサービス 
プラットフォーム 

運用ノウハウの提供 

7.0  
7.6  7.5  

7.0  
7.8  

0

2

4

6

8

10

9月 12月 3月 6月 9月 

残高 

2015年 2016年 

(兆円) 

100  
111  

119  

134  
140  

0

20

40

60

80

100

120

140

160

9月 12月 3月 6月 9月 

残高、2015年9月＝100 

2015年 2016年 
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 福岡銀行にファンドラップの
提供を開始 

 JP日米バランスファンド 
 

 JP4資産バランスファンド 



顧客基盤、プロダクトラインの補完により、様々な協業メリットが見込める 

アセット・マネジメント部門： 
American Century Investmentsとの協業 

日本株 アジア株 

ハイ・イールド 

グローバル株 米国株 

エマージング株 

プロダクト 
ライン 

顧客基盤 
日本 

アジア 欧州 中南米、他 

米国 

豪州 中東 アジア、他 
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NAMプロダクトを米国で販売 

中長期のビジネス課題を議論 

ACIプロダクトを日本で販売 

ACIプロダクトを海外機関投資家に販売 

(1) 日本地域 

(2) 米国地域 

(3) その他海外地域 

(4) 中長期ビジネス 

ACI-NAM Business Opportunities Committee 

協業に向けた 
具体的な取組み 

(1)の事例 



192  
149  

113  
138  118  108 100 95 

69  

64  

59  
56  

62  61 65 56 

54  

54  

49  
49  

54  57 55 
49 

315 

267 

221 
244 235 226 220 

199 

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016E

ホールセール関連フィープール1 

ホールセール部門の収益環境：ホールセールのフィープール推移 

1. 出所： Oliver Wyman、Coalitionおよび野村推計 

当社のフィープール・マーケット・シェア（暦年ベース） 

 当初、2016年のフィープールは前年比で最大

17%減少すると想定 

 

 2016年後半にフィクスト・インカムが回復、

フィープールは前年比10%減に留まる見通し 

(10億ドル) 

フィクスト・ 
インカム 

エクイティ 

インベストメント・
バンキング -10% 
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1.8% 3.0% 3.3% 3.1% 3.3% 3.1% 3.1% 



ホールセール部門コストの推移1と、今後のランレート 

ホールセール部門：コスト水準を更に引き下げ 

1. 各期間の月末スポットレート(平均)でドル換算 
2. 2016年3月期のビジネス環境が続いた場合のコスト水準 

(百万ドル) 

2012年 
3月期 

2013年 
3月期 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 

今後の 
ランレート・ 
コスト2 

変動費 

固定費 
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2017年 
3月期 
上半期 

(年換算) 

7,519 
6,879 

6,511 6,419 
5,871 

5,420 5,100～5,200 

総額20億ドルのコスト削減 

欧州・米州 
ビジネスの 

戦略的見直し 

フロント・ミドル・ 
バックオフィスが 

一体となった合理化策 

2015年3月期から20%程度削減 

2020年 
(イメージ) 

5,900 

 収益に応じたコスト増加 
 注力分野への投資 



ホールセール部門：2020年に向けて順調に進捗 
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ホールセール部門の税前利益推移 2020年3月期に向けて、順調に進捗 

15年3月期 16年3月期 20年3月期 
(イメージ) 1 

2 

競争優位性のある分野にフォーカス 

コスト水準の構造的見直しを継続 

収益 

費用 

PTI マージン 
(税前利益/収益) 2% 23% 10% 

5.9 5.9 6.4 

6.0 7.7 7.1 

1 

2 

17年3月期 
(上半期) 

(10億ドル) 

0.3  

0.5  

0.2  

-0.1  

0.8  
0.9  

2015年3月期 2016年3月期 2017年 
3月期 2020年 

3月期 
(半期)(KPI) 1H 2H 1H 2H 1H 

2.7 

3.5 

23% 

(10億ドル) 

1 2 



ホールセール部門:市場構造と顧客ニーズの変化 

1. 出所：Federal Reserve Bank、プライマリー・ディーラーが保有する国債、エージェンシー債、社債、モーゲージ債、コマーシャル・ペーパー等の在庫 
2. 出所：Dealogic、グローバルECM/グローバルDCM発行額 
3. 出所：Bank for International Settlement 
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投資家ニーズはプライマリーへ 電子取引が増加 

ディーラー在庫1が減少、プライマリー発行額2は増加 

75% 

60% 
55% 

80% 
70% 70% 

エクイティ 
(キャッシュ) 

為替 
(スポット) 

金利 
(米国国債) 

2012 現在 

市場の取引高における電子取引への集中が進展3 

 投資家ニーズはセカンダリーからプライマリーに移行 
 オリジネーション、顧客ファイナンシング、ストラクチャリングやヘッジ

取引でビジネス機会が増加 

 各プロダクトでハイタッチの執行モデルは急速に縮小 
 電子取引化やアンバンドリングに起因するエージェンシー業務が増加 

ディーラー在庫 

2013 2014 2015 2016

プライマリー発行額 



競争優位性のある分野を強化 

ホールセール部門：ビジネス戦略 

1. 2017年3月期の見通し 

主な施策 現在の収益 
ポートフォリオ1 

2020年に向けた 
成長率(年率) 

アドバイザリー 

 顧客カバレッジの強化、成長が期待できる分野への投資 

 グローバル連携を強化し、クロスボーダーM&Aやファイナンシン
グ、ソリューション案件を追求 

  

エグゼキューション 

 リサーチのアンバンドリング化から生じる執行関連のビジネス機

会を捉える 
 電子取引プラットフォーム等を一部の債券関連取引にも拡大 

  

プライマリー 
 重点セクター/顧客のカバレッジ強化を継続 

 プロダクトの拡充と地域/ビジネス間の協働の進展 
  

ソリューション 
 GMとIBの協働のもと、顧客のソリューション・ニーズに対応 

 ストラクチャード・プロダクトやソリューションの提供先を拡大 
  

セカンダリー・ 
トレーディング 

フロー・ 
フィクスト・ 
インカム  

 マクロ商品の体制を強化、市場環境に則した収益機会を捉える 

 資産クラスとして存在感が増すエマージング・マーケットのビジネ
ス機会を取り込む 

 エクイティではAPACと米州で当社が強みを持つ分野を強化 

  

エクイティ 
(キャッシュ以外) 

10%~ 

5-10% 

0-5% 

0-5% 

5-10% 

  

  

  

  

 

プライ 
マリーの 

増加 

電子取引
の増加 

市場の 
構造変化 

当社のビジネス戦略 

高 

マ
ー
ケ
ッ
ト
・
リ
ス
ク 

低 
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海外ビジネス： 
コスト削減の取組みにより、海外拠点の収益性が改善 

1.      全社、財務会計ベース。米国会計原則に基づく「地域別情報」を記載。米国会計原則に基づく「地域別情報」は、その収益および費用の各地域への配分が原則として役務の提供される法的主体の所在国に基づき行われており、
当社において経営管理目的で用いられているものではありません。地域別配分方法において、収益合計は外部顧客との取引高を基準とし、税前損益については地域間の内部取引を含む取引高を基準としております。 その
ため金融費用以外の費用には、これらの基準の差異も含んでおります 

32 

海外拠点の収益合計及び金融費用以外の費用 海外拠点の税前利益(損失) 
(10億円) 

2016年3月期 2017年3月期 

1H 2H 1H 

228.3 

216.0 

243.1 

271.4 

252.6 

203.1 

150.0

200.0

250.0

300.0
収益 

金融費用以外の費用 

(10億円) 

-32.4 

7.7 

-13.4 

-3.0 

-43.0 
-36.6 

40.0 

-80.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0
米州 欧州 アジア・オセアニア 海外合計 

2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年 
3月期 

1H 2H 1H 2H 1H 2H 1H 



各国の市場規模や発展段階に応じたアプローチ 

海外ビジネス：アジアにおける将来への布石作り 

1. 出所：United Nations、台湾はIMF 
2. 出所：World Federation of Exchangesより、2016年8月の時価総額を元に当社作成 

一人当たりGDP(2014年末)1 

当社プラットフォーム 

連結子会社化したNomura 
Asset Management Taiwanの
運用資産残高が拡大 

上海野村陸家嘴資産管理を通
じて上海FTZの金融機関に金
融市場・商品に関する情報を提
供 

BDO Nomura Securitiesが個
人投資家向けにオンライン取引
による営業開始 

Capital Nomura Securitiesを
通じて現地富裕層・中間所得層
にビジネスを展開 

深圳東方人合を設立し、中国で
のPEファンド運用を準備中 
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A B C D  市場規模が既に一定程度大きい 
 個人投資家層が成熟 
 当社プラットフォームあり 

 市場規模が大きい 
 今後の成長も見込まれる 
 当社プラットフォームが弱い 

 市場が発展段階 
 当社プラットフォームが限定的 

 市場規模がまだ小さい 
 一人当たりGDPも低い 
 今後高い成長が見込まれる 

中国 

香港 

韓国 

インドネシア 

マレーシア 
フィリピン 

シンガポール タイ 

インド 

ベトナム 

ミャンマー 

台湾 

市
場
規
模2 

A 

C 

B 

D 

ホールセール 

アセット・ 
マネジメント 

リテール 

当社プラットフォームの強化 

アジア・インフラストラクチャー・
プロジェクト・オフィス設置 

(2016年8月) 



Fintechへの取組み 
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2015年12月に 
打ち出した施策 

新しいビジネス機会の 
追求 

オープン 
イノベーションの推進 

スタートアップ企業への
事業投融資や育成・ 
支援などの取組み 

ビジネス・コンテスト 1. 3. 2. アクセラレーター 
プログラム 

インキュベーション 
強化 

新会社 
 
 

オープンイノベーション 

お客様 
スタートアップ 

企業 

新ビジネスの開発 

スタートアップ企業への投融資 

サービス 投資・育成・ 
支援 

12月中旬より募集開始 

7～10月にコンテストを実施 



3. 資本政策 



2015年後半より、ホールセール部門でマーケット・メーカーとしての役割に配慮しながらリソース管理を徹底 ～マーケット・リスクを抑制 

リスク・アセットの抑制、資本比率の改善 

1.  バーゼル3基準 
36 

13.2% 12.7% 12.9% 
13.2% 

15.4% 

18.0% 

16.1% 

18.7% 

10.0%

15.0%

20.0%

0

5

10

15

20

2014年 
3月末 

 
9月末 

2015年 
3月末 

 
9月末 

2016年 
3月末 

 
9月末 

(兆円) オペレーショナルリスク 市場リスク 信用リスク 

普通株等Tier1資本比率（右軸） Tier 1 比率（右軸） 



2016年11月、S&Pが当社格付を引き上げ ～ 今後、ビジネス機会の拡大が期待される 

格付の向上 
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AA / Aa2 

AA- / Aa3 

A+ / A1 

A / A2 

A- / A3 

BBB+ / 
Baa1 

BBB / Baa2 

BBB- / 
Baa3 

Fitch 
(2013年9月 
格上げ) 

Moody’s 
(2014年10月 

格上げ) 

S&P 
(2016年11月格上げ) 

R&I JCR 

NSC 

NSC 

NSC 

HLD 

NSC HLD 

NSC HLD 

NSC HLD 

NSC 

HLD 

NSC 

HLD 

HLD 

HLD 

海外格付機関 国内格付機関 



3.82  
3.76  

3.71  3.71  3.71  
3.66  

3.62  

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

14年3月末 14年9月末 15年3月末 15年9月末 16年3月末 16年9月末 

発行済株式数(自己株式除く) 

16年9月末の発行済株式数
から、10-11月3に取得した
自己株式を控除した株数 

発行済株式数(自己株式除く)の推移 

1.  ストック・オプションの行使に伴い交付する株式への充当分も含む 
2. 発行済み株式数(自己株式除く)は、潜在株式数(新株予約権が行使された場合の株式数)を加算した数値 
3. 11月28日現在 
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14年4月～16年11月の自己株式取得金額(累計)1：1,752億円 
(10億株) 

-4% 

2 



4.5% 

2.5% 

市場環境や今後の規制変更を見据え、充分な資本水準を維持 
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当社の 
ターゲット 

普通株等Tier 1 

その他 
資本保全バッファー 

18.0% 

>11% 

8.0%程度  バッファー 
部分 

自己資本規制比率の
最低要求水準 

(想定、2019年) 

2.5兆円  

13.7兆円  

2.5兆円  

22.5兆円  

2016年9月末 

普通株式等Tier 1比率
11%と仮定した場合の 
配賦可能リソース 

②－① = 8.8兆円 1 2 

普通株式等
Tier1比率 

普通株式等
Tier1資本 

リスク・ 
アセット 

2016年9月の資本
水準に11%を 

当てはめた場合 

現在(2016年9月) 

 市場環境等を踏まえ、
リスクを抑制的に運営 

 将来の規制変更への
備え、等 



資本効率と、資本の有効活用について 

 配当性向：30%程度 

 

 余剰資本は、将来の成長が見込める分野への投資、追加的

な株主還元等が選択肢となる 

 資本コストを上回るリターンの確保 

 

 2020年に向けて経営目標であるEPS 100円

の確保 

− ROEで10%程度が目線 

 適切な自己資本規制比率の維持 

− 普通株等Tier 1比率：11%以上 

 

資本効率の向上 盤石な財務基盤 
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本資料は、当社が発行する有価証券の投資勧誘を目的として作成されたものではありません。売付または買付の勧誘は、それぞれの国・地域の
法令諸規則等に則って作成・配布される募集関連書類または目論見書に基づいて行われます。 

本資料に掲載されている情報や意見は、信頼できると考えられる情報源より取得したものですが、その情報の正確性および完全性を保証または約
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